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位置情報ビッグデータを用いて，旅行者の滞
在・流動の実態やその影響要因を把握・推測
する技術を開発し，観光地での滞在・流動促
進につながる交通・観光政策を提言する
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モビリティサービスと目的地でのアク
ティビティの価値を相補的に高める新た
なMobility as a Service(MaaS) を提唱し，観
光地の経済浮揚に貢献する

日経新聞2018/9/5「小池都知事，
自動運転タクシーに試乗」より

Uber Elevate: 
https://www.uber.com/en-
JP/about/uber-offerings/

観光地におけるIoT, 5G, 6G時代の新しいモビ
リティの導入を支援する

社会基盤インフラを核として，周辺地域資
源とのリンケージを意識した一体のストー
リーに基づくツアー商品を開発する

歩行者から舟運・航空までの全ての交通手段を対象に，postコロナ時代に求められる地
域観光交通のサービスやシステムを提言する

持続可能な地域観光地経営に向けて，組織マネジメントや人材育成のあり方を提言する

最近の研究領域 研究室HP



近年の観光分野での活動

◼ 観光統計・データ
• 観光統計の整備に関する検討懇談会委員 (観光庁)

• デジタル観光統計整備検討委員会座長（(公社)日本観光振興協会）

• RESAS専門委員（内閣府地方創生推進室）

◼ 観光地域づくり
• 観光圏整備に関する検討会委員長（観光庁）

• 全国観光圏推進協議会アドバイザー

• 新グランドデザイン有識者会議委員（(一財)関西観光本部）

• ブランド戦略会議およびインバウンド・二次交通検討会議アドバイザー（(一社)八ヶ岳ツーリズムマ
ネジメント）

• 和倉温泉創造的復興まちづくり推進協議会委員長

◼ 観光コンテンツ整備
• インフラツーリズム有識者懇談会座長（国土交通省総合政策局）

• 地域観光新発見事業有識者（観光庁）

◼ 観光関連制度
• 持続可能な観光地域経営の推進に関する調査検討委員会座長代理（(一財)運輸総合研究所）

データ 地域づくり 交通観光の“三刀流”
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観光データ活用に関わる講座・動画提供
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地方創生ビデオライブラリー https://chihousousei-
college.jp/talk.html

観光データ分析と計画策定

官民連携講座「地方
創生カレッジ in 大分
県北部エリア」

地方創生カレッジ

自治体関連研修
・東京都「観光経営人材育成事業」(2020年度〜)
・福岡県「観光振興体制強化事業」(2021〜2023年度)
・愛知県，町田市，いわき市

RESAS動画

地域が観光で稼ぐための政策立案に向けて

RESAS動画
https://www.chisou.go.jp/sousei/resas/resas_
setsumeidouga.html

その他研修
・ 日本商工会議所「RESAS等ビッグデー

タ活用セミナー」
・ JICA「パレスチナ観光統計整備支援

セミナー」



近年の(都市)公共交通・MaaS分野の活動

◼ 都市交通戦略
• 都営交通の経営に関する有識者会議座長（東京都交通局）

• 利用者の視点に立った東京の交通戦略推進会議委員兼水辺空間活用ワーキング主査（東京都都市整備局）

• 大田区交通政策基本計画推進協議会副会長

• 東京都市圏総合都市交通体系調査技術検討会対流拠点ワーキング委員（国土交通省関東地方整備局）

◼ 交通モード計画
• 多摩都市モノレール町田方面延伸ルート検討委員会委員（東京都都市整備局）

• 恩賜上野動物園新たな乗り物選定審査委員会委員（東京都建設局）

◼ 交通拠点整備
• 浅草地区まちづくりビジョン策定委員会副会長兼基盤整備部会長（台東区）

◼ スマートシティ
• 南大沢スマートシティ協議会座長（東京都都市整備局）

• Digital Innovation City協議会有識者（東京都港湾局）

◼ 都市間交通
• 2050年の日本を支える公共交通のあり方検討委員会地域間交通小委員会委員（(一財)運輸総合研究所）

• ビッグデータによる旅客流動把握の高度化に関するワーキング委員（国土交通省総合政策局）

◼ 観光交通
• 観光と地域交通に関する研究会座長代理（(一財)運輸総合研究所）

• 観光立国推進協議会地域交通専門部会委員長

• 観光MaaS協議会委員（神戸市）
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本日の内容

1. データから見る日本の観光の状況

2. 日本の観光政策の状況〜特に持続可能な観光地域経営の実
現に向けて

3. 観光の立場から見た地域交通政策への期待

4. まとめ
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ついにトップに！〜世界経済フォーラム(WEF)による
旅行・観光開発指数(2021)

https://www3.weforum.org/docs/WEF_Travel_Tourism_Development_2021.pdf
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2024年版は3位に後退



急激に変化する訪日インバウンド観光市場：その理由
と今後のリスクは何か？
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日本政府観光局「訪日外客統計（報道発表資料）」より作成

3,188万人

2,009万人

為替動向

ビザ緩和

航空産業成長

経済力向上

休暇環境

リスク(経済，災害，政治，戦争，病気)

環境志向容量制約

3,687万人

1,301万人

85%がアジア



思うように延びなかった訪日旅行消費単価がコロナ後
に大きく増加：主要国籍/地域の四半期別消費単価

9

2024_3のサンプル数

2019年実績 158,531円/人
2020年目標 200,000円/人
2024年推計 227,000円/人
2030年目標 250,000円/人

新型コロナ
感染症

インバウンド消費動向調査より作成 https://www.mlit.go.jp/kankocho/tokei_hakusyo/gaikokujinshohidoko.html
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インバウンドが成長した2007年以前と2013年以降は円
安基調だった

10

みずほ銀行ヒストリカルデータより作成

2012年12月末の対円レートを1とした時の各通貨レート

円安

リーマン
ショック

第二次安倍
政権発足



周辺諸国の経済成長が進んだ〜一人あたり国民所得
(GNI)
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まだ首都圏・近畿圏に大きく偏っている欧米豪〜居住
国別都道府県延べ宿泊者数シェア(2023)
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宿泊旅行統計調査より作成  http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/shukuhakutoukei.html

東アジア

欧米豪・インド
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インバウンドの周遊パターン(2023年1〜9月)〜じゃら
んリサーチセンター調査より

13

とーりまかしVol.75「地図で読み解くインバウンド地方分散研究」より



まだまだ伸びしろが大きい〜国籍・地域別の費目別一
人一回一泊当り消費単価(2023)

14

インバウンド消費動向調査より作成 https://www.mlit.go.jp/kankocho/tokei_hakusyo/gaikokujinshohidoko.html



発地国・地域からの距離の影響は大きい〜来日回数と
滞在日数の国籍別構成比(2023)
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中国市場はまだ拡大する？〜来日回数・滞在日数構成
比の経年変化
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来日回数(今回含む) 滞在日数
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主要国籍・地域の費目別購入者割合・単価(2024年7〜
9月期)
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インバウンド消費動向調査より作成 https://www.mlit.go.jp/kankocho/tokei_hakusyo/gaikokujinshohidoko.html



米国と中国の詳細費目別購入者単価(2024年7〜9月期)

インバウンド消費動向調査より作成 https://www.mlit.go.jp/kankocho/tokei_hakusyo/gaikokujinshohidoko.html

交通費

買物代娯楽等
サービス費
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訪日外国人観光客は訪日前にどんな活動に期待してい
たか？(2023)

19

JF = 日本食を食べること, JA = 日本の酒を飲むこと（日本酒・焼酎等）, JI = 旅館に宿泊, HS = 温泉入浴, NS = 自然・景観地鑑賞, 
SD = 繁華街の街歩き, SH = ショッピング, MU =美術館・博物館・動植物園・水族館, TP =テーマパーク, SK =スキー・スノー
ボード, GF =その他スポーツ（ゴルフ等）, TH =舞台・音楽鑑賞, SG =スポーツ観戦（相撲・サッカー等）, NF =自然体験ツ
アー・農漁村体験, VS =四季の体感（花見・紅葉・雪等）, MA =映画・アニメ縁の地を訪問, CT =日本の歴史・伝統文化体験, 
LS =日本の日常生活体験, JP =日本のポップカルチャーを楽しむ, MT =治療・健診, OT =上記には当てはまるものがない
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日本の観光消費額の内訳：インバウンドと騒がれてい
たが…

20

観光庁TSAより作成



日本人の一人当たりの宿泊旅行回数と一回当たりの宿
泊日数〜減少から長期停滞へ

21

観光庁「旅行・観光消費動向調査」より作成
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居住地別の日本人一人当たり旅行回数〜三大都市圏以
外の頑張りが必要

22

国内宿泊旅行 海外旅行

観光庁旅行・観光消費動向調査より作成
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年齢階層別の日本人一人当たり旅行回数〜20歳代の頑
張りが顕著
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国内宿泊旅行 海外旅行

観光庁旅行・観光消費動向調査より作成
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コロナ前後の観光・レクリエーション目的の宿泊旅行
の平均消費単価
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観光庁「旅行・観光消費動向調査」より作成
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コロナ前後の観光・レクリエーション目的の日帰り旅
行の平均消費単価
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観光庁「旅行・観光消費動向調査」より作成
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自動車が卓越する観光・レクリエーション目的の利用
交通手段

26

観光庁旅行・観光消費動向調査より作成
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本日の内容

1. データから見る日本の観光の状況

2. 日本の観光政策の状況〜特に持続可能な観光地域経営の実
現に向けて

3. 観光の立場から見た地域交通政策への期待

4. まとめ

27



日本の観光政策の経緯

28

◼インバウンドからスタート(1930年鉄道省国際観光局設置)
• 国際収支改善を目的
• 国立公園法(1931)→国立公園を主力観光資源に

◼ 1950年前後に観光に関する各種基本法が制定

◼観光基本法(1963)→（議員立法のため）基本法としての拘束力欠
如

◼旅行業法(1971)→アウトバウンド振興へシフト

◼総合保養地域整備(リゾート)法(1987)→余暇振興＋民間活力利用→
壮大な失敗

◼ビジット・ジャパン・キャンペーン＋国際観光振興機構設立
(2003)→インバウンド振興へ再シフト開始

◼観光立国推進基本法(2007)→（議員立法ではあるが）重要国策の
拠り所として機能

◼観光庁発足(2008)

◼アクション・プログラム(2013)→内閣主導のインバウンド振興

◼新型コロナウィルス感染症拡大を受けた観光ビジョン実現プログ
ラム(2020)



観光政策の領域と主要な施策

29

政策領域 ①観光促進のための社
会・経済環境の整備

②外国人観光客受け
入れ環境の改善

③観光基礎インフラ整
備の支援

④観光事業者に対する規制・規
制緩和とイノベーション支援

概要・目的 観光振興の前提条件と
して，観光の発生回数
や消費額を増加させる．

外国人観光客のアク
セシビリティや利便
性を高める．

観光客を観光地に誘導
し，快適に滞在させる
ためのインフラ整備を
支援する．

旅行者の不利益を減じ，観光事
業者の効率性や収益性を改善す
る法制度を整備するとともに，
新たなビジネスモデルの創出を
支援する．

主要な施策 -休日取得環境の改善
-可処分取得の増加
-旅行実施に対するイン
センティブの提供

-ビザ撤廃・緩和
-免税措置の導入
-カード決済の拡充

-交通等インフラ整備の
協力要請
-運輸サービス導入
-観光情報発信手法の開
発支援

-運輸業，宿泊業，旅行業等の開
業，料金・サービス水準，保
安・安全・衛生基準に関わる規
制・規制緩和
-新規事業設立支援

政策領域 ⑤観光地の魅力向上と接遇改
善に対する支援

⑥観光関連人材育成の支援 ⑦政策・施策のモニタリング・評
価のための技術確立

概要・目的 魅力ある観光地の構築に向け
て，新たな資源発掘・開発や
DMOなどの観光地運営組織の
設立を支援する．

観光産業や観光地運営組織でトップ
マネジメントに関わる人材，あるい
はホスピタリティー産業の従業員を
安定的・効率的に輩出する仕組みを
導入する．

政策や施策の効果をモニタリング
するためのデータ・情報収集技術
フレームと，それを活用した効果
評価分析手法を開発する．

主要な施策 -DMO設立支援
-観光地整備計画の策定支援
-補助金・助成金制度の確立
-品質保証制度設計

-大学等高等教育機関における教育
カリキュラムの開発支援
-先導的観光指導者の認定

-各種観光関連統計の高度化支援
-新たな情報技術を用いた観光分析
手法の開発
-グッドプラクティスの蓄積・公開



世界中で猛威をふるうオーバーツーリズム

30



2018年秋の由布院の状況

31



第4次観光立国推進基本計画(2023)

32
観光立国推進基本計画 https://www.mlit.go.jp/kankocho/kankorikkoku/kihonkeikaku.html

最重要
ポイント



サステナブル・ツーリズムに関する旅行者意識〜
Booking.com日本法人の調査(2021)

33

https://news.booking.com/ja/sustainable-travel-report-2021/

持続可能な観光開発を意識しない観光
地や観光施設はグローバルの成熟した
旅行者から選択されないかもしれない



観光地に求められる持続可能性〜誘導と認証

34

Section A
持続可能なマネジメント(16項目)
Section B
社会経済のサステナビリティ(8項目)
Section C
文化的サステナビリティ(8項目)
Section D
環境のサステナビリティ(15項目)

認証されていることが，国際的に選
ばれる観光地としての必須条件に

ステークホルダーの合意形成で評価
体系(指標・計測方法)を自発的に決定

←地域が活用できる手引書を作成

https://www.jttri.or.jp/research/tourism/220322kanko_tebiki.pdf



Green Destinationsによる認証

35

◼Top 100 Stories 2024
• 千曲，釜石，宮津，遠野，鶴岡

◼Destination Certification 2024
• Silver：ニセコ，大洲，高山，小豆島

• Gold：釜石

Green Destinations GSTC-Accredited Certification Body, https://www.greendestinations.org/gstc-certification/

6テーマ75基準
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地域住民の応援

首長/地域リーダーのリーダーシップ

観光産業の成長

観光地域経営組織の体力・メンタルの向上

地域経済の成長

地域文化の継承・構築地域環境の維持・改善

目標：SDGsの3つの柱のバランス追求

地場産業の巻き込み

来訪

実現する交流

E-commerceコミュニケーション移住長期滞在

関係人口の取り込み

周辺団体との協働

実施する施策

観光資源開発・磨き上げ 情報戦略受入環境整備

人材獲得・育成

組織形成支援

持続可能な観光地域づ
くりの目標と実現要素



観光関連産業の労働生産性の低さ(2021)

37

(公財)日本生産性本部・生産性データベースより作成
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観光による地域経営の目標〜観光総生産額の増加

38

◼真に見なければならないのは「観光総生産額」

◼観光入込客数が増えても，一人当たり消費額が小さければ経済効
果は限定的

◼観光総消費額が大きくても，消費品目・サービスの原材料を地域
外に依存している状況では，最終的に稼ぎの多くが地域外に流出

◼一人当たり観光消費額を増加させるための消費費目は宿泊，飲食，
買物，交通，娯楽サービスなど多様

一人当たり観光消費額観光入込客数 域内調達率

観光総消費額

観光総生産額

一人当たり観光消費額 宿泊費 飲食費 買物代 交通費(域内)

娯楽等サービス費



地域における典型的観光施策

39

1. 観光資源の磨き上げ

①観光産業の育成

②周辺産業の巻き込み

③商品開発

2. 情報戦略

①プロモーション

②コミュニケーション

3. 受入環境整備

①設備・インフラ改善（誘導案内設備，バリアフリー，トイレ整備，歩行・自転車利用
環境等）

②二次交通整備

4. サービス改善

①キャッシュレス化

②観光MaaS

5. 組織形成

①担い手発掘・育成

②観光地域づくり法人(DMO)育成

③広域連携

交通事業者に期待したい部分



組織形成を通じた総生産額増加のパス

40

一人当たり観光消費額観光入込客数 域内調達率観光総生産額

一人当たり観光消費額 宿泊費 飲食費 買物代 交通費(域内)

娯楽等サービス費

①担い手発掘・育成

②DMO育成③広域連携

直接的に増加に貢献

間接的に増加に貢献



観光地域づくり法人(DMO)の概要

観光庁・観光地域づくり法人(DMO)とは https://www.mlit.go.jp/kankocho/seisaku_seido/dmo/dmotoha.html

41



日本でのDMOの展開

◼日本版DMO(2016)→登録観光地域づくり法人(DMO)(2020)
• 地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成する「観
光地経営」の視点に立った観光地域づくりの舵取り役として，多様な関係
者と協同しながら，明確なコンセプトに基づいた観光地域づくりを実現
するための戦略を策定するとともに，戦略を着実に実施するための調整機
能を備えた法人

• 観光で地域が稼ける゙仕組みづくりやオーバーツーリズム対策を含めた環
境整備をすることによって地域経済を持続的に成長させ，活性化させる

• 地方創生に貢献する農林水産業，商工業，文化・環境等の幅広い分野と
連携し，地域の総合政策として取り組む

◼インバウンドの誘客戦略策定とマーケティングを行う広域連携
(複数都道府県,10)と，着地整備を行う地域連携(複数自治
体,115)，地域(単独自治体,187)の3分類の312法人(2024.9.24現在)

◼重点支援DMOとして37法人を選定(2021.9.13)

◼先駆的DMOとして3法人を選定(2023.3.28)

◼ DMO区分の変更(広域連携，都道府県，地域)を予定(パブコメ中)

42



観光圏〜国際的に通用する地域ブランドの確立に向け，
それに即した滞在プログラムを造成する事業

43

観光庁・観光圏の整備 https://www.mlit.go.jp/kankocho/seisaku_seido/kihonkeikaku/jizoku_kankochi/dmo/kankoken.html

広域の地域ブランドに基づく2泊3日の滞在スタイルの確立



観光圏の認定状況

44

観光庁・観光圏の整備 https://www.mlit.go.jp/kankocho/seisaku_seido/kihonkeikaku/jizoku_kankochi/dmo/kankoken.html



九州の観光圏とブランドコンセプト

45

◼「海風の国」佐世保・小値賀観光圏
• 暮らしを育む海舞台ー浦々の四季で迎える西海物語

◼阿蘇くじゅう観光圏
• “阿蘇カルデラ”〜命きらめく草原の王冠〜

◼豊の国千年ロマン観光圏
• 「千年の記憶がひもとく知られざる日本」〜千年ロマン時空の旅〜

◼広域連携に向けて二次交通に対する関心が極めて高い



観光における気候変動対策に関するグラスゴー宣言
(2021)

46

◼ We declare our shared commitment to unite all stakeholders in transforming 
tourism to deliver effective climate action. We support the global 
commitment to halve emissions by 2030 (2030年までに排出量を半減) and 
reach Net Zero as soon as possible before 2050 (2050年までにネットゼロを
達成). We will consistently align our actions with the latest scientific 
recommendations, so as to ensure our approach remains consistent with a 
rise of no more than 1.5°C above pre-industrial levels by 2100.

◼ We commit to deliver plans aligned with these (five) pathways to cut tourism 
emissions in half over the next decade and reach Net Zero emissions as soon 
as possible before 2050.
• Measure (計測)

• Decarbonize (脱炭素)

• Regenerate (再生)

• Collaborate (協働)

• Finance (資金投入)

https://www.oneplanetnetwork.org/programmes/
sustainable-tourism/glasgow-declaration
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温暖化効果ガスインベントリオフィスデータから作成

87%
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交通機関別の排出原単位

48

国土交通省公表値

旅客 貨物



一次エネルギー国内供給の推移

49

資源エネルギー庁 https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2022/pdf/whitepaper2022_all.pdf

エネルギー自給率(2020)=11.2%



Well-to-Wheelの自動車CO2排出量

自動車新時代戦略会議中間整理(2018)：
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/jidosha_shinjidai/pdf/20180831_01.pdf

50



観光部門のカーボン・ニュートラル実現戦略を考えて
欲しいとの論説のオーダーを受けて考えてみた…

51

https://www.tourism.jp/tourism-database/column/2022/07/carbon-neutral/

5章提言の抜粋
自動車については，高速道路の渋滞を削減できれば走行
速度が向上して二酸化炭素排出量を抑える効果も期待で
きることもあり，可能な限り鉄道やバスに転換してもら
いたいところである．一方で，多くの観光地では自動車
がないと地域内での移動利便性が大きく低下するのが現
状であり，観光地内の観光客移動の軸線に頑張ってバス
サービスや共同送迎サービスを成立させるとともに，
パーソナルモビリティ・自転車・電動キックボードなど
のシェアサービスをその軸線上で充実させるような二次
交通・三次交通サービスネットワークを観光MaaSとして
強力に推進することが不可欠である．そして，これらの
サービスの動力源として観光地周辺で生成した自然再生
エネルギーを活用することで，二酸化炭素排出量を大き
く削減できるかもしれない．

週刊東洋経済2022年8月27日
号のシンクタンク厳選リポー
トに採択



本日の内容

1. データから見る日本の観光の状況

2. 日本の観光政策の状況〜特に持続可能な観光地域経営の実
現に向けて

3. 観光の立場から見た地域交通政策への期待

4. まとめ

52



地域観光を支援するために道路・交通分野で検討すべ
きと考える施策・実証研究

53

◼移動自体の高付加価値化

◼歩行空間の低密化と自転車走行空間の充実

◼施設・エリア・交通ネットワーク一体の混雑管理

◼公共交通への非接触決済システムの導入

◼コンテクスト型観光MaaSの展開

◼渋滞解消＋立ち寄り促進のための高速道路料金設定

◼道の駅の休日営業時間変更(後ろ倒し)

◼渋滞解消＋観光振興財源確保のための駐車料金設定

◼自動バレーパーキング

◼旅客輸送車両の共同運用

◼自家用有償運送とタクシーのより高度な連携

◼DMO/自治体交通・観光部局に対するアドバイス体制



(一財)運輸総合研究所による観光と地域交通に関する
研究会による提言(2020.7)

ダウンロードはこちら
https://www.jttri.or.jp/research/traffic/
0731kanko_chiiki_houkokusho.pdf
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整理した論点

55

1. 観光地側の視点
i. DMOや地方公共団体観光部局の役割

ii. 運営主体（地方公共団体，交通事業者，観光関係者等）のあり方

2. 交通サービスの需要側（観光客）の視点
i. 現在の交通サービスでは対抗できていない需要や創出が見込める

需要への対応

ii. 本源需要としての地域交通への対応

3. 交通サービスの供給側の視点
i. 交通データ収集やユーザーへのわかりやすい情報提供のあり方

ii. 地域の輸送サービス資源の活用

iii. 新しいモビリティサービスやMaaSへの課題と期待

4. 計画や規制などの政策・制度の視点
i. 観光の視点から見た地域公共交通に関する計画の対応

ii. 政策や法律上の課題（法令，規制，運用等）への対応



特に重要な提言
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◼地方公共団体交通部局は観光関係者を交通の諸計画の協議
会構成メンバーとして位置づけるべき

◼外部有識者のサポートによるもとで，行政内で専門性の高
い人材を育成すべき

◼観光施設と交通をパッケージ化した料金導入を図るべき

◼比較的支出余力のある観光客の費用負担力を交通路線維持
の財源として活用すべき

◼行政は交通事業者や観光関係者に現行法制度で対応可能な
事項を丁寧に説明していくべき



八ヶ岳観光圏の持続可能な観光地域づくりへのアドバ
イザーとしての参画

57

https://zeroemi-yamanashi.org

https://unwto-ap.org/topics/glasgow/

国際観光市場での競争力確保のためにSDGsへの取り組みが観光地に求められているが，環境面
での取り組みは不十分である．八ヶ岳観光圏地域において，自然再生エネルギーを積極的に利
用した観光地域づくり，特に電動モビリティサービスの実装，自家用車による来訪を減らすた
めの二次交通サービスの実装をアドバイスしている．

観光分野と
しても2030
年の半減，
2050年まで
のネットゼ
ロの実現を
約束したが，
達成の道筋
は厳しい？

持続可能性，
特に環境に配
慮しない観光
地は選んでも
らえない時代
になりつつあ
る．どうやっ
て実践・公開
していくか？

https://kiyosato.gr.jp/ev-tuktuk-rental/

電動モビリ
ティを使った
ガイドツアー
など，小さい
ながらもでき
る努力を続け
ているが…

地域循環共生圏の実
現を目指す地域法人
がDMO活動に参画し，
観光業関連施設のエ
ネルギー利用・温暖
化効果ガス排出状況
の調査を開始



八ヶ岳観光圏エリアの地域公共交通

58

◼山梨県北杜市
• 市内を4エリアに分け，エリアをまたぐ「幹線(路線バス)」とエリア内
の「支線(小型路線バス＋デマンドバス)」を組み合わせる．

• 幹線では4台のバスを配備，通院・買い物便と通学・通勤便を設定，1
乗車200円

• デマンドバスは1乗車300円，ワゴン車を利用，行きの乗車は乗り場の
み，帰りは自宅周辺で下車可能，電話またはインターネットで前日ま
でに予約，NPO法人が予約センターにスタッフを提供

◼長野県富士見町
• デマンド交通のみ，平日の8時〜16時20分のみ，3方面からまちなかエ
リアへの往復，商工会が運営，1乗車340円

◼長野県原村
• 村内循環線，通学通勤支援便，茅野駅便を設定，1乗車200〜300円
• 茅野市アプリに相乗りする形でAI乗合オンデマンド交通を実証導入，
平日8時半〜17時のみ，乗車1時間前までの予約，多数のミーティング
ポイントを設定，諏訪中央病院以外の茅野市目的地は未対応，300〜
700円の距離帯別料金



八ヶ岳観光圏エリアの観光客向け交通サービス

59

◼清里ピクニックバス
• 基本的に自治体からの支援を受けずに運営，ただ観光客の少ない冬季
は採算が取れないため運休

◼八ヶ岳鉢巻周遊リゾートバス(休止中)

◼S社蒸留所や大型宿泊施設の送迎シャトルバス

◼EVトゥクトゥクレンタカー(清里地区)
• 誘客多角化事業によるツアー実証実験

◼EVスクーター・電動アシスト自転車(白州・武川地区)
• 域内連携事業によるツアー実証実験

◼シェア型登山タクシー”MOUNTAIN TAXI”
• アウトドア企業との連携事業，スポンサー企業によるラッピングカー
の導入，6〜11月運行

◼シェアサイクル”COGICOGI”(小淵沢地区)
• 文化クラスター推進事業による実証実験



二次交通体系整備に向けた課題意識

60

1. 観光地域づくりの視点からの，観光事業者と交通事業者の
意識合わせと体制づくり

2. 二次交通サービスの科学的判断に基づいた導入に向けた移
動実態/ニーズデータの収集・統合・解析の仕組み

3. 単なる社会実験に終わらない事業化実験

4. 事業化実験をベースとした政府・自治体への（規制緩和等
の）働きかけ



移動実態/ニーズデータの収集・統合・解析を誰がど
のように行うか？

61

来訪者の時空間移動パターン(現在) 地域住民の自動車移動時の
時空間移動パターン

公共交通サービス
(路線網・供給量・時刻表)

道路網
(自動車・自転車)

観光客向け輸送サービス
(路線網・供給量・時刻表)

来訪者の時空間移動パターン(将来)

来訪者のモビリティ・活動
に対する支払意思(現在)

来訪者のモビリティ・活動
に対する支払意思(将来)

需要 供給

統計モデル分析

マッチング

大学の研究室だけでは厳しい！

予算もない！

自治体もDMOも無理！



観光関係者のライドシェアへの強い関心にどう応える
か？

日本経済新聞2018年5月25日

運営主体：NPO法人「養父市マ
イカー運送ネットワーク」
タクシー事業者・バス事業者・観光関連
団体・地域自治組織が参画

運行エリア・日時・料金

http://yabu-mycar-unsounet.com/aboutus/#company_outline

年末年始を除く毎日の8〜17時受付

初乗り600円(2km)＋750m毎100円

待機料金15分毎500円

62

養父市「やぶくる」の事例



買い物 外食 送迎

レクリエーション 仕事 その他

簡易アンケートによる移動目的別の典型的OD

63

30%がライドシェアドライバーへの参加意思

30分未満であれば迂回可能



北杜市での移動ニーズと公共交通サービス供給レベル
のギャップ分析

平日

休日

地域の滞在人口と公共交通
サービス水準のアンバランス
を把握するための基礎分析

2020年1月を対象とした分析
例 域外居住者と域内居住者の滞在人

口の時空間特性を詳細に分析中
→ライドシェアのポテンシャルの
分析へ
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運輸業ビジネスにおける観光分野の貢献

1. 徹底したコスト削減を行う
• Low Cost Career → 新しい需要の獲得

2. 儲からない事業に対して補助金を出す
• 観光目的税

3. 需給マッチングの量と精度を徹底的に高める
• 複数モード連携による共通事業・共同経営→Mobility as a Service

4. 移動の付加価値を飛躍的に高める
• 本源的需要としての移動サービスの導入

• 観光MaaSによるアトラクションとの相乗効果の発揮

5. 輸送事業との相乗効果を発揮できる他事業を組み合わせる
• 宿泊業，旅行業などの関連事業の展開

6. 独立した他事業とのPortfolioを形成する
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宿泊税を活用した輸送事業〜ニセコエリアの例

66

倶知安町プレスリリース
https://www.town.kutchan.hokkaido.jp/file/contents/5265/70137/niseko_start.pdf

くっちゃんナイト号 https://hirafufreebus.com/top



現在の観光MaaSに感じる課題

◼使える交通サービスが限定的すぎる？

◼旅行者の行程に柔軟に対応できない？

◼派生需要的移動に対して交通サービスの充実だけで勝負し
ようとしている？

◼本源需要的移動を取り込めていない？

67



観光MaaSが目指す当面の方向性

1. 既存の周遊パス(交通サービスのみ)の電子化・統合化

2. 移動先のアクティビティとの一体サービス

3. 局所的混雑回避に向けた動的な交通・アクティビティ一体
型商品構築・提供

68



観光に活路を見いだすための取り組み〜京浜急行によ
る三浦半島の周遊きっぷ

69



研究事例：アクティビティと送迎交通の一体的サービ
スでモビリティの価値を高められるか？

提案する
交通サービス 訪問施設

(魚沼の里)
乗降車場

宿泊施設
(六日町エリア想定)

直前の
訪問地

車を置く

二次交通サービス支払意思額調査(首都大・雪国観光圏：2018.11)

時間帯：2種類
(A)昼→実際の来訪時間
(B)夜→営業時間を20時頃まで延

長することを想定

アクティビティ：2種類
(A)滞在時間：60〜90分
(B)滞在時間：120〜180分(食事込み)
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支払意思額調査の概要

500 100

二段階二肢選択形式の回答形式

サービスタイプ： 2種類
(A)タクシー型
(B)シャトルバス型

サービス水準：3種類各3水準
(A)運賃
(B)運行間隔
(C)徒歩時間
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交通手段別の支払意思額曲線の推定結果

274円 1,381円412円 1,666円

六日町駅〜魚沼の里
の現行タクシー運賃

Pr YES =
1

1 + 𝑒−Δ𝑉

受入確率

Δ𝑉 = 𝑎 − 𝑏ln𝑇 提⽰額(円)

パラ
メータ

シャトルバス
型

タクシー型

昼間 夜間 昼間 夜間

𝑎
8.89

(16.3)
5.59

(13.3)
15.2

(10.0)
11.0

(8.91)

𝑏
1.48

(16.8)
0.996
(14.5)

2.06
(9.84)

1.52
(8.95)

回答数 504 501 174 169

尤度⽐ 0.64 0.65 0.55 0.57

( )はt値
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高速道路渋滞緩和と地域滞在時間延長を同時に達成す
るDMO・高速道路道路会社・大学による実証事業

73

行動変容を促すゲーミフィケーションの導入

https://www.suisuitabi.org/ゲーミフィケーション/アプリ概要



観光MaaSが目指す当面の方向性における課題

1. 既存の周遊パス(交通サービスのみ)の電子化・統合化
• 割引による損失をカバーできる利用者数増を通じた増収の実現

• 交通事業者間の収入配分ルールの確立

2. 移動先のアクティビティとの一体サービス
• 交通事業者・観光事業者間の収入配分ルールの確立

• 交通事業者による事業多角化への意識向上

3. 局所的混雑回避に向けた動的な交通・アクティビティ一体
型商品構築・提供

• (観光の課題を理解する)DMO等による主体的な取り組みに向けた意
識醸成
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本日の内容

1. データから見る日本の観光の状況

2. 日本の観光政策の状況〜特に持続可能な観光地域経営の実
現に向けて

3. 観光の立場から見た地域交通政策への期待

4. まとめ

75



再掲：地域観光を支援するために道路・交通分野で検
討すべきと考える施策・実証研究

76

◼移動自体の高付加価値化

◼歩行空間の低密化と自転車走行空間の充実

◼施設・エリア・交通ネットワーク一体の混雑管理

◼公共交通への非接触決済システムの導入

◼コンテクスト型観光MaaSの展開

◼渋滞解消＋立ち寄り促進のための高速道路料金設定

◼道の駅の休日営業時間変更(後ろ倒し)

◼渋滞解消＋観光振興財源確保のための駐車料金設定

◼自動バレーパーキング

◼旅客輸送車両の共同運用

◼自家用有償運送とタクシーのより高度な連携

◼DMO/自治体交通・観光部局に対するアドバイス体制
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